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 今日、これまでの日本の産業システムの支柱の一つであった「職場の労使関係」に変化の兆し

が見られ、その軸足が集団的な関係から個別的な関係へと移り始めている。とりわけ、処遇の個

別化の進行に伴い増加すると思われる労働者個人からの苦情・不満を受け止め、あるいは吸収し、

労使で適切に処理していくべき労働組合の役割と機能は、改めて問い直されるようになってきて

いる。 

 連合総研では、こうしたわが国の労使による苦情処理制度の実態と今後のあり方を探るために、

現在発生している苦情の内容、苦情処理制度の運用の現状と問題点について、現場の労働組合事

業所支部を中心に聴き取り調査を行うとともに、既存の調査の分析・検討を行った。さらに、今

後の苦情処理制度を多角的に捉えるべく、英国及びタイの企業・労働組合に対し、苦情処理に関

する取り組みについて現地調査を実施すると同時に、英国については既存の調査研究の再分析を

行った。 

 調査・分析結果からは、「苦情処理規程」はあっても実際に機能しているケースはほとんどな

く、活発な労働組合の多くは、事態が表面化する前に、多様な苦情処理の方法で処理してきてい

る。しかし、他の手段では解決できない場合の「最後のよりどころ」として、公式の苦情処理制

度に意義があることが確認された。 
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